
〈各条例の適用要件に該当する場合に限ります〉

○ 地域経済牽引条例による不動産取得税の課税免除範囲
 ① 対象となった家屋 
 ② 建物の垂直投影部分土地の税額（取得後１年以内に建設着工されたもの）

○ 産業立地条例による不動産取得税の課税免除範囲
 ③ 垂直投影部分以外の土地（取得後２年以内に建設着工されたもの）
 ②’ 建物の垂直投影部分土地の税額（取得後１年超２年以内に建設着工されたもの）

①家屋 …
※建設着手前までに計画の県承認、引渡し前までに国の確認が必要

取得後１年以内に建設着工されたもの

取得後１年超２年以内に建設着工されたもの

③土地 … 取得後２年以内に建設着工されたもの
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不動産取得税の課税免除について
未来投資促進法(地域経済牽引条例）と産業立地条例との関係


